２．　　沿　　　　　　　　　　　　　　革

２－１　農林水産部門

　
	明治３２年　３月
	府県制公布により、内務部農商課として発足。

	大正　７年　５月　６日
	農商課を農務課と商工課に分割

	〃　１０年１０月１８日
	官制改正により、産業部が新設され農務課はこれに属す。

	〃　１３年１２月２７日
	官制改正により、産業部は廃止され農務課は内務部に属す。

	昭和　９年　６月１６日
	内務部に産業組合課を新設。

	〃　１０年　１月１８日
	官制改正により、経済部が新設され農務課及び産業組合課はこれに属し、さらに耕地課を新設。

	〃　１３年　４月１８日
	産業組合課を産業組合水産課に改称。

	〃　１６年　３月１３日
	食糧課を新設。

	〃　１７年　７月　１日
	農務課、産業組合水産課を統合、農林水産課となる。

	〃　１９年　７月　８日
	機構改革により、経済部は経済第一部及び経済第二部に分割され、農林水産課を農務課に改称、食糧課を食糧第一課及び食糧第二課に分割し、これらと耕地課を経済第一部に属させ、経済第二部に林産課を新設。

	〃　２１年　２月　１日
	官制改正により、経済第一部及び経済第二部を経済部に統合、食糧第一課を食糧課に、食糧第二課を食品課に改称。

	〃　２１年　４月　１日
	耕地課を開拓課に改称。

	〃　２１年１１月１８日
	農地制度改革に伴い、農地部が新設され開拓課を吸収するとともに、農地課、耕地課を新設これに属す。

	〃　２２年　８月１５日
	経済部を商工部、食糧部に分割、食糧部に水産課を新設。

	〃　２３年　３月２５日
	食糧部は経済部となり、同部に畜産課を新設。また農地部に農業協同組合課を新設。

	〃　２４年　８月１２日
	食品課を廃止。

	〃　２５年　４月　１日
	農業改良普及事業の設定に伴い、経済部に農業改良課を新設。

	〃　２８年　１月　５日
	大阪府部制条例の施行により、経済部は農林部となる。

	〃　２８年　２月　１日
	食糧課を廃止、農地課、開拓課を統合し、農地開拓課と改称。

	〃　３２年　２月　１日
	農地部を農林部に統合。

	〃　３５年　７月　１日
	機構改革により、農林部は農政課、農産課、水産課、林務課、畜産課、農地課、耕地課の７課となる。

	〃　４０年　４月　８日
	機構改革により、農林総務課を新設、農政課を農業協同組合課と改称、農産課、畜産課を統合して農畜産課に、水産課、林務課を統合して水産林務課になる。

	〃　４６年１１月　１日
	春木競馬補償対策室を設置。


	昭和４７年　３月　１日
	春木競馬補償対策室を春木競馬対策室と改称。

	〃　４８年　４月　１日
	流通対策室、自然保護課を新設。

	〃　４９年　４月　１日
	機構改革により、農林部は、農林総務課、農政課、経営指導課、自然保護課、森林育成課、耕地課、流通対策室食品流通課、流通対策室市場課の８課となる。

	〃　５２年　８月　１日
	流通対策室市場課を廃止。

	〃　５３年　４月　１日
	農林総務課及び農林総務課農地管理室は農林調整課に、流通対策室食品流通課は流通対策室になる。

	〃　５５年　４月　１日
	農政課水産室は水産室になる。

	〃　５９年　４月　１日
	自然保護課及び森林育成課は緑の環境整備室になる。

	〃　６０年　４月　１日
	水産室は水産課になる。

	〃　６２年１１月　１日
	機構改革により、農林部は農林水産部に、農林調整課は農林水産総務課になる。

	平成　５年　４月　１日
	農政課は農業協同組合課に、経営指導課は農業振興課になる。

	〃　　６年１０月２６日
	地区農業改良普及所は地域農業改良普及センターになる。

	〃　　８年　４月　１日
	自然保護事務所及び耕地事務所は農と緑の総合事務所になる。

	〃　　９年　４月　１日
	農業振興課及び耕地課は農の振興整備室になる。


２－２　環境部門

	昭和３６年　４月　１日
	商工部公害課として発足。

	〃　４１年　４月　５日
	企画部に公害室を新設し、企画調整課、指導課を置く。

	〃　４３年　９月２０日
	公害監視センターを新設。

	〃　４５年　４月　１日
	公害室指導課を廃止し、大気課、水質騒音課を新設。

	〃　４５年１１月　１日
	機構改革により、生活環境部を新設し、公害室公害対策課、公害室大気課、公害室水質騒音課、公害監視センターを置く。また、衛生部環境衛生課環境整備係を統合し、環境整備課を新設。

	〃　４５年１１月１０日
	公害室堺分室及び堺防災連絡所を設置。

	〃　４６年１２月　１日
	公害室の組織を再編成し、特殊公害課を新設、水質騒音課を水質課に改称。

	〃　６２年１１月　１日
	機構改革により、公害室４課と環境整備課を統合、特殊公害課を交通公害課に改称し、環境保健部環境局を設置。


２－３　環境農林水産部

	平成１０年　４月　１日
	機構改革により、環境保健部環境局と農林水産部が統合され、環境農政課、農業協同組合課、農の振興整備室、緑の環境整備室、流通対策室、水産課、環境管理課、環境指導室、交通公害課、環境整備課の６課４室の環境農林水産部となる。


	平成１１年　４月　１日
	地域農業改良普及センターは、農と緑の総合事務所農業改良普及センターになる。

	〃　１２年　４月　１日
	環境農政課は環境農林水産総務課となる。農の振興整備室は農政室となり、室内課として推進課と整備課を設置。緑の環境整備室は緑整備室となり、室内課として緑推進課と森林管理課を設置。環境指導室に室内課として保全課と指導課を設置。環境整備課は環境整備室となり、室内課として廃棄物対策課と産業廃棄物指導課を設置し、廃棄物減量化推進室は廃止。

	〃　１４年　４月　１日
	環境管理課と環境整備室廃棄物対策課を統合し、循環型社会推進室となる。室内課として資源循環課と環境管理課を設置。

環境整備室産業廃棄物指導課を環境指導室に統合し、室内課として、化学物質対策課、産業廃棄物指導課、事業所指導課の３課体制となる。

農業協同組合課を農政室に統合し、農政室の室内課となる。

	〃　１５年　４月　１日
	滝畑ダム管理事務所の南河内農と緑の総合事務所への統合。

	〃　１７年　４月　１日
	緑整備室と循環型社会推進室環境管理課を統合し、みどり・都市

環境室となる。室内課として地球環境課・自然みどり課・森林を
設置。
循環型社会推進室と環境指導室産業廃棄物指導課を統合し、循環型社会推進室とし、室内課として資源循環課と産業廃棄物指導課を設置。
環境指導室と交通公害課を統合し、環境管理室を設置。室内課として環境保全課・事業所指導課・交通環境課を設置。
健康福祉部食の安全推進課と農政室推進課、緑整備室緑推進課の組織を再編成し、動物愛護畜産課を新設。

	〃　１９年　４月　１日
	食とみどりの総合技術センター、環境情報センター及び水産試験場を統合し、環境農林水産総合研究所を設置。

	〃　２１年　４月　１日
	自然みどり課と森林課を統合し、みどり推進課を設置。
みどり・都市環境室の室内課を地球環境課とみどり推進課の２課
に再編。

	〃　２２年　４月　１日
	農政室農業協同組合課を廃止し、検査指導課を設置。
北部家畜保健衛生所と南部家畜保健衛生所を統合し、家畜保健衛生所を設置。

	〃　２４年　４月　１日
	大阪府環境農林水産総合研究所を廃止し、地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所を設置。

エネルギー政策課を設置。

	〃　２７年　４月　１日
	みどり・都市環境室を廃止し、みどり推進室を設置。室内課として、みどり企画課と森づくり課を設置。

	〃　２９年　８月　１日
	動物愛護畜産課を再編成し、動物愛護管理センターを設置。

	〃　３０年　４月　１日
	環境管理室の組織を再編成し、交通環境課を廃止。

	令和　４年　４月　１日
	エネルギー政策課を脱炭素・エネルギー政策課に名称変更。

	〃　　５年　４月　１日


	検査指導課を廃止。
流通対策室の室内課として、ブランド戦略推進課と市場・検査指導課を設置。

	



